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後藤仁. 公文書の管理と公開－法制定過程での論点－.

第14回東アジア近代史学会研究会. 歴史資料セッショ

ン ｢日本における公文書の管理と公開の現状と問題

点－法制度とその運用を中心に－｣. 2009.6.21.

早川和宏. 公文書の管理と法－情報公開・個人情報保

護・公文書館制度との関係で－. 第14回東アジア近

代史学会研究会. 歴史資料セッション ｢日本におけ
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る公文書の管理と公開の現状と問題点－法制度とそ

の運用を中心に－｣. 2009.6.21.

岡田昭二. 地方自治体公文書館における公文書の保存・

公開－法制度から見た現状と課題－. 第14回東アジ

ア近代史学会研究会. 歴史資料セッション ｢日本に

おける公文書の管理と公開の現状と問題点－法制度

とその運用を中心に－｣. 2009.6.21.

瀬畑源. 公文書の公開の現状と問題点－利用者の立場

からの問題提起－. 第14回東アジア近代史学会研究

会. 歴史資料セッション ｢日本における公文書の管

理と公開の現状と問題点－法制度とその運用を中心

に－｣. 2009.6.21.

金慶南. 韓国における国家記録の保存・公開・利用の

現状と問題点－韓国国家記録院の歩みが語っている

もの－. 第14回東アジア近代史学会研究会. 歴史資

料セッション ｢日本における公文書の管理と公開の

現状と問題点－法制度とその運用を中心に－｣. 2009.

6.21.

廣田傳一郎. 公文書管理法は､ 自治体に何を求めるか－

公文書管理法案を読み解く－. 駿河台大学文化情報

学研究所. 第８回駿河台大学 ｢行政文書管理セミナー｣

～公文書管理の法制化と自治体対応～. 2009.7.3.

2009.7.9.

益田宏明. 行政文書管理と記録管理－公文書管理法と

地方公共団体－. 平成21年度全国歴史資料保存利用

機関連絡協議会関東部会研究会. 2009.7.17.

廣田傳一郎. 地方自治体における公文書管理の理解と

実務. NOMA 行政管理講座. 日本経営協会. 2009.7.

23‒24.

福井仁史. 公文書管理法の制定と今後の見通しについ

て. 財団法人行政管理研究センター. 第32回行政管

理講座情報公開・個人情報保護制度と公文書管理.

2009.7.23.

石原一則. 神奈川県の文書管理と公文書館制度. 財団

法人行政管理研究センター. 第32回行政管理講座情

報公開・個人情報保護制度と公文書管理. 2009.7.23.

パネルディスカッション情報公開・個人情報保護制度

と公文書管理. 財団法人行政管理研究センター. 第

32回行政管理講座情報公開・個人情報保護制度と公

文書管理. 2009.7.24.

高山正也. 時を貫く記録の保存 日本の公文書館と公

文書管理法制. 平成21年度広報特別事業シンポジウ

ム ｢市民社会の財産としての公文書・地域資料を考

える｣. 全国歴史資料保存利用機関連絡協議会近畿部

会. 2009.7.26.

宇賀克也. 公文書管理法と自治体の対応. 第一法規株

式会社. e-Reiki CLUB セミナー in 東京 ｢公文書

管理法と自治体の対応～公文書管理条例は必要か？

～, 2008.8.10.

橋本浩典. 大阪市公文書管理条例の制定と課題. 第一

法規株式会社. e-Reiki CLUB セミナー in 東京

｢公文書管理法と自治体の対応～公文書管理条例は必

要か？～, 2008.8.10.

七條浩二. 公文書等の管理に関する法律について. 財

団法人行政管理研究センター. 第７回情報公開・個

人情報保護審査会等委員フォーラム. 2009.8.31

尾崎護. 情報公開と文書管理法. 財団法人行政管理研

究センター. 第７回情報公開・個人情報保護審査会

等委員フォーラム. 2009.9.1
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４ 報道等��
３月３日 ｢公文書法案を閣議決定｣ (朝日・東京・日経・

毎日・読売新聞)

３月７日 ｢公文書 管理体制固まる｣ (日経新聞)

３月８日 ｢保存体制強化への第一歩に 公文書管理法

案｣ (読売新聞)

３月16日 ｢置き土産２法案成立に民主の壁 消費者庁・

公文書管理｣ (産経新聞) / ｢やっと緒につく

公文書管理｣ (日経新聞)

３月31日 ｢公文書法案 この国会でぜひ成立を｣ (朝日

新聞)��
５月２日 ｢公文書法案修正協議へ｣ (朝日新聞)

５月９日 ｢公文書管理法案の修正協議始動｣ (産経新聞)

５月13日 ｢公文書管理法案 行政裁量の文書廃棄を許

すな｣ (朝日新聞)

５月14日 ｢アーカイブズ学会､ 公文書管理法案を注視｣

(日経新聞)

５月21日 ｢公文書法今国会成立へ｣ (朝日新聞) /公文

書管理法案自・民修正で合意｣ (産経新聞)

５月22日 ｢公文書法案成立へ｣ (東京・読売新聞)

５月23日 ｢公文書法案､ 審議入り｣ (朝日・産経・公明

新聞) / ｢公文書館長の選択と集中｣ (日経新

聞)

５月28日 ｢知る権利守る法こそ｣ (しんぶん赤旗)

５月30日 ｢時間稼ぎはいただけぬ｣ (毎日新聞)��
６月１日 ｢『国民の財産』 意識徹底を｣ (茨城新聞)

６月５日 ｢公文書廃棄を巡る法案首相の同意を義務化｣

(朝日・日経新聞) / ｢公文書管理法案修正に

大筋合意｣ (毎日・読売新聞) / ｢公文書管理

法案成立へ｣ (産経新聞)

６月６日 ｢ニュースがわからん！ 公文書管理法案

なぜ必要なんじゃ｣ (朝日新聞)

６月８日 ｢改革のまだ入り口だ 公文書管理法案｣ (毎

日新聞)

６月10日 ｢公文書法修正案全会一致成立へ｣ (朝日・日

経・毎日新聞)

６月11日 ｢公文書法案衆院委可決｣ (朝日・産経・日経

新聞) / ｢国立公文書館常勤職員の確保を

ほか｣ (しんぶん赤旗)

６月12日 ｢修正案､ 衆院で可決｣ (日経・読売新聞)

６月19日 ｢公務員の意識改革を促す公文書管理法｣ (日

経新聞)

６月22日 ｢政府提出法案９割成立へ｣ (読売新聞)

６月23日 ｢成立待たれる公文書管理法 恣意的な隠蔽・

廃棄許すな｣ (日経新聞)

６月24日 ｢公文書管理法､ 全会一致で成立｣ (日経・読

売新聞) ｢公文書館分館の充実要望｣ (茨城新

聞)

６月25日 ｢公文書管理法が成立 官僚の意識改革､ 課

題｣ (朝日新聞) ｢公文書管理法スピード成立｣

(産経新聞) ｢公文書法成立｣ (東京新聞) ｢国

会 公文書管理法が成立｣ (毎日新聞) ｢公文

書管理 法律はできたが課題も多い/公文書

館の拡充検討へ｣ (読売新聞) ｢公文書法成立

霞が関の骨抜き許すな｣ (中日新聞)

６月29日 ｢公文書法成立｣ (産経・東京新聞)��
８月３日 ｢公文書管理法知的資源を活用したい｣ (北海

道新聞)､ ｢政府行政文書の管理強化へ｣ NHK

ニュース

８月６日 ｢｢公文書管理法｣ 制定 地方自治体の課題は？

大分市でセミナー｣ (大分合同新聞)､ ｢民事訴

訟の判決記録国立公文書館に移管｣ (読売新聞)､

｢民事裁判の判決文公文書館へ｣ NHK ニュー

ス

８月８日 ｢公文書管理法公布 行政文書保管､ 各地で

準備｣ (日経新聞)
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